［他市場上場会社の場合］
公募又は売出予定書
　　　　年　　月　　日提出

株式会社名古屋証券取引所
代表取締役社長　　　　　　　殿
（　　　　　　　）株式の公募（売出し）を下記のとおり実施します。なお、当該公募（売出し）実施後、貴所に提出する書面については、下記の元引受取引参加者のうち（　　　　　　　）が代表して提出いたします。
新規上場申請会社名　　　　　　　　　　　　　印
代表者の役職氏名　　　　　　　　　　　　　印
元引受取引参加者　　　　　　　　　　　　　　印
代表者の役職氏名　　　　　　　　　　　　　印
元引受取引参加者　　　　　　　　　　　　　　印
代表者の役職氏名　　　　　　　　　　　　　印
元引受取引参加者　　　　　　　　　　　　　　印
代表者の役職氏名　　　　　　　　　　　　　印
記
１．公募（売出し）の概要
	(1) 公募・売出しの別
	公募　　　　　　　　　　株　（　　　　　　　　　単位）
（うち自己株式の処分　　　　　　　　　　　　　株）

売出し　　　　　　　　　株

	(2) 需要把握期間
	　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで

	(3) 発行価格又は売出価格決定日
	　　　　年　　月　　日

	(4) 申込期間
	　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで

	(5) 払込期日又は払込期間の最終日（公募）
	　　　　年　　月　　日

	(6) 新株交付日又は受渡期日
	　　　　年　　月　　日

	(7) 公募（売出し）後の分布状況
	４．参照

	
	流通株式数（Ｇ÷売買単位）
	単位となる見込み

	
	流通株式比率（Ｇ÷Ｆ×100）
	％となる見込み

	
	１単位以上の株式を所有する株主数(Ｈ)
	名となる見込み

	(8) 同時に上場申請している金融商品取引所
	有 (金融商品取引所名:　　　　　　　　　　　　) ・無

	(9) 上場希望日
	　　　　年　　月　　日

	（　　備　　　　　　　　　　　　考　　）
	


２．公募（売出し）株の割当方法
公募（売出し）株の元引受契約等を締結する金融商品取引業者又は外国証券業者別割当方法
	
	証券
	証券
	証券
	証券
	証券
	証券
	合　計

	口　数
	口
	口
	口
	口
	口
	口
	口

	株　数
	株
	株
	株
	株
	株
	株
	株


※元引受取引参加者代表者が想定している割当方法（提出日時点で証券別の割当方法が確定していない場合）

	１口当たり
	株


３．売出人の氏名と売出株数

	売出人の氏名
	売出株数
	売出人の氏名
	売出株数

	
	株
	
	株

	
	株
	
	株

	
	株
	
	株

	
	
	合　　計
	株


４．公募（売出し）後の株式分布状況
(1) 流通株式数の状況
	最近の基準日等
	　　　　　年　　　月　　　日


	
	最近の基準日等時点
	公募・売出し実施後

	①
	最近の基準日等における発行済株式総数
	ａ
	株
	株

	
	公募株式数
	ｂ
	株
	株

	②
	役員が所有する株式の数
	Ａ
	株
	株

	
	申請者が所有する株式の数（自己株式）
	Ｂ
	株
	株

	
	
	うち自己株式消却決議を行っている株式の数
	ｃ
	株
	株

	
	
	うち自己株式処分等決議を行っている株式の数
	ｄ
	株
	株

	
	
	
	うち役員（Ａ）、主要株主（Ｃ－ｆ）及び役員以外の特別利害関係者（Ｄ）に対して譲渡される株式の数
	ｅ
	株
	株

	
	Ｆの10％以上を所有する株主の所有株式数（Ａ、Ｂ、Ｄに該当する株式を除く。）
	Ｃ
	株
	株

	
	
	うち明らかに固定的所有でないと認められる株式の数
	ｆ
	株
	

	
	役員以外の特別利害関係者が所有する株式の数
	Ｄ
	株
	株

	③
	最近の基準日等以降上場希望日までに、ストックオプションの行使により増加する見込みの株式数
	Ｅ
	株
	株

	④
	上場株式数　ａ＋ｂ－ｃ＋Ｅ
	Ｆ
	株
	株

	⑤
	流通株式数　Ｆ―｛Ａ＋（Ｂ－ｃ－ｄ＋ｅ）＋（Ｃ－ｆ）＋Ｄ｝
	Ｇ
	株
	株


	
	
	最近の基準日等時点
	公募・売出し実施後

	流通株式数（単位）
	Ｇ÷売買単位＝
	単位
	単位

	流通株式数比率（％）
	Ｇ
	×100＝
	％
	％

	
	Ｆ
	
	
	


[参考]

Ａ　役員が所有する株式
	株主名
	株式数(上場株式数に対する比率)

	
	最近の基準日等時点
	公募・売出し実施後

	
	株
（　％）
	株
（　％）

	
	株
（　％）
	株
（　％）

	計（Ａ）
	株
（　％）
	株
（　％）


ｅ　役員（Ａ）、主要株主（Ｃ－ｆ）及び役員以外の特別利害関係者（Ｄ）に対して譲渡される株式
	株主名
	株式数(上場株式数に対する比率)

	
	最近の基準日等時点
	公募・売出し実施後

	
	株
（　％）
	株
（　％）

	
	株
（　％）
	株
（　％）

	計（ｅ）
	株
（　％）
	株
（　％）


Ｃ　Ｆの10％以上を所有する株主の所有株式（Ａ、Ｂ、Ｄに該当する株式を除く。）
	株主名
	株式数(上場株式数に対する比率)

	
	最近の基準日等時点
	公募・売出し実施後

	
	株
（　％）
	株
（　％）

	
	株
（　％）
	株
（　％）

	計（Ｃ）
	株
（　％）
	株
（　％）


Ｄ　役員以外の特別利害関係者が所有する株式
	株主名
	株式数(上場株式数に対する比率)

	
	最近の基準日等時点
	公募・売出し実施後

	申請者の役員の配偶者及び二親等内の血族が所有する株式

	
	
	株
（　％）
	株
（　％）

	
	
	株
（　％）
	株
（　％）

	役員又は役員の配偶者及び二親等内の血族により総株主の議決権の過半数が保有されている会社が所有する株式

	
	
	株
（　％）
	株
（　％）

	
	
	株
（　％）
	株
（　％）

	関係会社及びその役員が所有する株式

	
	
	株
（　％）
	株
（　％）

	
	
	株
（　％）
	株
（　％）

	計（Ｄ）
	株
（　％）
	株
（　％）


(2) 株主数の状況

	
	単位株主数

	最近の基準日等における株主数
	ｇ
	人

[　　　人]

	所有する自己株式を特定の者に譲渡する自己株式処分等決議が行われた場合において増加する見込みの株主数
	ｈ
	人

	最近の基準日等以降、自己株式取得決議に基づき自己株式を買い付けた場合に、当該自己株式の買付けにより減少する株主数
	ｉ
	人

	今回の公募・売出しにより増加・減少する見込みの株主数
	ｊ
	人

△　　　人

	最近の基準日等以降上場希望日までに、ストックオプションの行使により増加する見込みの株主数
	ｋ
	人

	株主数合計　ｇ＋ｈ－ｉ±ｊ＋ｋ
	Ｈ
	人


 [参考]

（所有数別状況）

	区分
	1,000

単位以上
	500

単位以上
	100

単位以上
	50

単位以上
	10

単位以上
	５

単位以上
	１

単位以上
	計

	株主数
	人
	
	
	
	
	
	
	

	所有株式数
	単位
	
	
	
	
	
	
	


（自己株式の買付けにより減少する株主数）

	買付けを行った自己株式数
	
	株

	買付けにより減少する株主数
	ｈ
	人


［添付書類］
・非取引参加者又は外国証券業者が元引受契約等を締結し、当該非取引参加者又は外国証券業者が引き受け又は取り扱う株主等の状況を本書に記載したい場合には、株券上場審査基準の取扱い２(1)ｂ(c)に基づく契約書の写し 
（記載上の注意）

・オーバーアロットメントによる売出しを行うことができる場合には、当該売出し及びそれに関連する事項（シンジケートカバー取引、グリーンシューオプション）を除いて記載し、当該売出し及びそれに関連する事項（シンジケートカバー取引、グリーンシューオプション）の内容を末尾に具体的に注記してください。
・基準日等の後に上場の申請に係る株券の公募又は売出しを行う申請会社の形式要件に係る株主数、流通株式の数及び流通株式比率は、本表を基に算定します（「株券等の分布状況表」の提出は必要ありません）。
（「１.公募（売出し）の概要」について）

・自己株式の処分による公募を行う場合、(1)に自己株式の処分による公募株式数を内訳として記載してください。

・「(7) 公募（売出し）後の分布状況」中の見込み数値は、「４．公募（売出し）後の株式分布状況」中の「Ｆ」、「Ｇ」、「Ｈ」の数値により計算し記載してください。

・国内の他の金融商品取引所に同時に上場申請を行い当取引所以外の金融商品取引所を上場前の公募等に関し主たる事務を取り扱う金融商品取引所と指定した場合、その取引所名及び指定した理由を備考欄に記載してください。

（「２．」の「公募(売出し)株の元引受契約等を締結する金融商品取引業者又は外国証券業者別割当方法」について）

・４．(2)の「今回の公募・売出しにより増加する株主数」の根拠となる公募（売出し）株の割当方法（口数、株数）を、金融商品取引業者別に記載してください。
・書面提出日時点で金融商品取引業者別の割当方法（１口当たり株数）が決定していない場合は、元引受取引参加者代表者（主幹事証券）が想定している割当方法（１口当たり株数に関する大まかな方針）を前提に、金融商品取引業者別の口数・株数を算定してください。
・非取引参加者又は外国証券業者の口数等については、当該公募（売出し）の実施状況に関する報告等を内容とする契約を新規上場申請者と締結した非取引参加者又は外国証券業者分のみを記載してください。

・非取引参加者又は外国証券業者の口数等について、当該公募（売出し）の実施状況に関する報告等を内容とする契約を新規上場申請者と締結していない非取引参加者又は外国証券業者分については、取引参加者名の記載欄に「非取引参加者分」等（海外公募（売出し）の場合は「海外販売分」等）の名称で記載し、口数は１口、株数は当該非取引参加者又は外国証券業者引き受け（又は取り扱い）株数の合計を記載してください（当該非取引参加者又は外国証券業者が複数の場合も合計して１口となります）。

（「４．公募（売出し）後の株式分布状況」の「(1) 流通株式数の状況」について）

・株券上場審査基準第４条第１項第２号の２に定める基準（公募等の実施基準）を充当する予定である場合は、本項目は参考データとして記載してください。
・仮設人又は他人名義を含み、すべて実質上の所有者について記載してください。

・「最近の基準日等時点」の欄には、最近の基準日等における持株状況を記載してください。

・「公募・売出し実施後」の欄には、公募・売出し実施に伴う持株数の変化を記載してください（変化が無い場合、記載を省略して構いません）。また、上場希望日までの役員等関係者の持株状況の変化（ストックオプションの行使による持株数増加を含みます）についても記載してください。

・上場会社の人的分割により事業を承継する申請会社で、複数の会社による共同新設分割、吸収分割の場合の大株主の見込みの記載は、割り当てられる見込みの大株主の名寄せを行い記載してください。

・ｆの欄に該当する株主及び株券の数が存在する場合は、内訳を記載の上、当該株式であることを証明する書面等（例えば、信託銀行等の証券投資信託・年金信託の組み入れ状況が確認できる資料等）を添付してください。

・[参考]の各内訳については、必要事項を記載した社内資料の写しを別添資料として添付する場合は、記載を省略できます。

（「４．公募（売出し）後の株式分布状況」の「(2) 株主数の状況」について）

・「株主数」については、１単位以上の株式を所有する株主の数を記載してください。

・実質上の所有者数について記載し、他人（仮設人を含む）名義は株主数には含めません。（なお、㈱証券保管振替機構名義の株式のうち名義書換失念株式がある場合については、㈱証券保管振替機構を１名として記載してください。）

・ＡＤＲ等預託証券の受託機関の名義の株式を所有する者で１単位以上の株式を所有する者を株主数合計に含める場合は、内数として[　　]に記載し、その旨の証明書を添付してください。

・ｊ欄については、増加・減少を相殺した結果を記載するのではなく、増加数と減少数を分けて記載し、減少については△印を付してください。

・上場会社の人的分割により事業を承継する申請会社で、複数の会社による共同新設分割、吸収分割の場合の株主数の見込みは、各分割当事会社の株主に対する割当比率に応じて算出される株主数の見込みの合計を記載してください（名寄せの必要はありません）。

・直前の基準日等以降、自己株式取得決議に基づき自己株式を買い付けた場合は、ｉの欄に減少する株主数を記載するとともに、[参考]の「（所有数別状況）」「（自己株式の買付けにより減少する株主数）」（最近の基準日等現在の状況）を記載してください。また、当該買付けを公開買付けで行った場合には、公開買付けに応じて株券の売付けをした人数が記載された書面を添付してください。
